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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第81期

第２四半期
累計期間

第82期
第２四半期
累計期間

第81期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 16,609,010 16,686,609 35,213,610

経常利益 （千円） 21,183 29,630 47,786

四半期純利益又は当期純損失(△) （千円） 19,078 25,710 △23,043

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)
（千円） 9,760 33,614 △347,228

資本金 （千円） 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数 （千株） 6,290 6,290 6,290

純資産額 （千円） 2,036,077 2,061,809 2,046,929

総資産額 （千円） 4,531,956 4,417,957 4,461,792

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額(△)
（円） 3.05 4.11 △3.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 3.00

自己資本比率 （％） 44.9 46.7 45.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 46,948 △158,534 105,371

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △6,408 △40,518 △11,775

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △19,643 △19,011 △20,614

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 403,815 237,836 455,900
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回次
第81期

第２四半期
会計期間

第82期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
７月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日

至平成27年
９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 1.91 0.40

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第81期第２四半期累計期間及び第82期第

２四半期累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第81期は１株当たり当期純損失

金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社１社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間の我国経済は、円安・原油安並びに株高などの経済効果により企業業績は改善しておりま

すが、中国経済の減速や円安による物価の値上りなどにより設備投資並びに個人消費は低調であり、景気はゆるや

かな回復に止どまっております。

水産物流通業界におきましては、水産物の価格上昇などにより消費が伸び悩み、厳しい状況が続いております。

このような状況において、当社は本業である水産物の販売を拡大させるため、今年４月１日に実施された横浜市

場再編後の本場及び南部市場の二拠点で積極的に営業活動を行ったことなどにより、売上高は販売数量が増加し、

16,686百万円（前年同期比0.5％増）と増収になりました。

損益につきましては、仕入価格の上昇による売上総利益率の低下により売上総利益の減少はありましたが、販売

費及び一般管理費が減少したこと並びに営業外損益の損害賠償金による改善などがあったことにより、営業損失11

百万円（前年同期　営業損失12百万円）、経常利益29百万円（前年同期比　39.9％増）、四半期純利益25百万円

（前年同期比34.8％増）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローが支出超過となったことにより、前期末に比べ218

百万円減少し、237百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税引前四半期純利益27百万円及び減価償却費16百万円が計上されましたが、棚卸資産が117百万円増加したこ

となどにより、158百万円の支出超過（前年同期　46百万円の収入超過）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出などにより40百万円の支出超過（前年同期　6百万円の支出超過）となりまし

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払額などにより19百万円の支出超過（前年同期　19百万円の支出超過）となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

上場会社である当社の株券等については、株主をはじめとする投資家による自由な取引が認められていることか

ら、当社取締役会としては、当社の財務および事業の方針の決定を支配するものの在り方は、最終的には株主全体の

意思により決定されるべきものであり、特定の者の大量取得行為に応じて当社株券等を売却するか否かについても、

最終的には当社株主の判断に委ねられるべきものであると考えております。

その一方で、会社の取締役会の賛同を得ずに行う企業買収の中には、（ⅰ）重要な営業用資産を売却処分するなど

企業価値を損なうことが明白であるもの、（ⅱ）買収提案の内容や買収者自身について十分な情報を提供しないも

の、（ⅲ）被買収会社の取締役会が買収提案を検討し代替案を株主に提供するための時間的余裕を与えないもの、

（ⅳ）買収に応じることを株主に強要する仕組みをとるもの、（ⅴ）当社グループの持続的な企業価値増大のために

必要不可欠なお客様、取引先および従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係を破壊するもの、（ⅵ）当社

が永年築いてきた水産物のサプライチェーン、安全・安心な商品サービスの提供など当社グループの本源的価値に鑑

み不十分又は不適当なものなど当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に反するものも想定されます。

当社としては、このような大量取得行為を行う者は当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切

であり、このような者による大量取得に対しては必要かつ相当な対抗措置（以下「本プラン」と言います。）を講じ

ることが必要と考えております。

②基本方針の実現に資する取組

当社では、当社グループの企業価値ひいては株主共同利益を確保し、向上させるための取組として次の施策を実施

しております。

イ． 企業価値向上の取組

当社は昭和22年の創業以来、中央卸売市場における水産物の荷受会社(水産物卸売会社)として、公共性を有する水

産物卸売事業を発展させてまいりました。

当社は顧客の皆様に対して、ローコストで安全・安心な商品を安定的に供給することが当社の企業価値であり、社

会における役割であると判断しております。

当社はこの役割を果たすためには、スケールメリットと効率経営の実現が必須であると考えており、以下の基本戦

略を基に年度計画を作成し、計画達成に向け役職員一体となって行動しております。

（基本戦略）

（ⅰ） 本業の拡大に徹する(選択と集中)

（ⅱ） 安全・安心な商品の集荷販売体制の確立

（ⅲ） 全国の出荷者との連携による顧客対応

（ⅳ） 顧客の要望に応じた商品提案

（ⅴ） 水産資源の有効活用と環境保全

ロ． コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、当社グループ全体の継続的な企業価値向上を具現化していくためには、コーポレート・ガバナンスの強化

が必要であると認識しており、重要な戦略を効率的かつ迅速に決定、実行していく業務執行機能と業務執行に対する

監督機能を明確化し、経営における透明性を高めるための各種施策の実現に取り組んでおります。

具体的には、当社は監査役による経営監視機能を重視しておりますので、監査役３名中２名は社外監査役(１名は

東京証券取引所の定める独立役員)とし、監査役は毎月開催される取締役会に出席し経営の監督を行っております。

一方で取締役会とは別に毎月取締役および常勤監査役が参加した役員ミーティングを開催し、業務執行の確認と監

督を行うとともに管理職以上による部課長会議を毎月開催し、情報の共有並びに問題の把握を行っております。

さらに、平成18年４月からは内部者通報制度を実施してコンプライアンス体制の整備をしております。

また、平成27年6月26日開催の定時株主総会において、株主に対する取締役の経営責任を一層明確にするため、取

締役の任期を２年から１年に短縮しております。
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③本プランの内容

イ． 本プラン導入の目的

本プランは、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するため、当社グループの企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させる目的を持って導入される

ものです。

ロ． 対抗措置の内容

買付者等が現れ、本プランに定められる手続に基づき、対抗措置を発動すべきとの結論に達した場合は、下記③

ハ.（ⅳ）「対抗措置の具体的内容」に記載された新株予約権(当該買付者等による権利行使は認められないとの行使

条件および当社が買付者等以外の者から当社普通株式と引き換えに新株予約権取得する旨の取得条項の設定等の条件

が付されたもの。以下「本新株予約権」といいます。)の無償割当てを発動することとします。

ハ． 本プランの内容

（ⅰ）対抗措置発動の対象となる行為

本プランは（ａ）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他の

取得、又は（ｂ）当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為もしくはこれに類似する行為またはこれら

の提案がなされる場合を適用対象とすることとします。

（ⅱ） 買付説明書の提出

買付者等には、買付内容の検討に必要な情報および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書

面(買付説明書)の提出を求め、当社は買付説明書を受領後速やかに独立委員会に提出し、その旨を情報開示を行いま

す。

（ⅲ）株主意思確認手続または独立委員会への諮問手続の選択

当社取締役会は、買付者等からの情報・資料等の提出が十分になされたと認めた場合には、所定の取締役会検討期

間を設定し、必要に応じて外部専門家の助言を得ながら買付内容等を十分に評価・検討等し、対抗措置として本新株

予約権の無償割当ての実施または不実施について、株主意思確認手続を実施するかまたは独立委員会に諮問するか、

等について決議します。

（ａ）株主意思確認手続きの実施を決議した場合

株主意思確認総会等において株主投票を実施する。投票権を行使できる株主は、投票基準日の最終の株主名簿

に記録された株主とし、投票権は、議決権１個につき１個とします。株主意思確認総会等における株主投票は、

当社の通常の株主総会における普通決議に準じて賛否を決するものとし、当社取締役会は決議の結果に従い、本

新株予約権の無償割当ての実施または不実施について速やかに決議を行うものとします。また、当社取締役会

は、株主意思確認手続きを実施する旨の決議を行った場合、当社取締役会が意思確認手続きを実施する旨を決議

した事実およびその理由、株主意思確認手続きの結果の概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、速やかに情報開示を行います。

（ｂ）独立委員会への諮問を決議した場合

当社取締役会は、株主意思確認手続きによらず本新株予約権の無償割当てを実施すると判断した場合、その合

理性および公正性を担保するために、当社の社外監査役並びに社外の有識者で構成される独立委員会に諮問しま

す。

この場合には、独立委員会は、取締役会から買付者等の買付説明書の提供を受けるのみならず、買付者等に対

して買付等の内容に対する意見、その根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提

示するよう要求することができます。また、独立委員会は、当社グループの企業価値ひいては株主の共同の利益

の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、当該買付者等と協議・交渉等

を行うことができるものとします。

独立委員会は、買付者等の買付等の内容の評価・検討、買付者等との協議・交渉等の結果、買付者等による買

付等により当社の企業価値ひいては株主の共同の利益が毀損されるおそれがあると認められる場合、当社取締役

会に対して本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。また、独立委員会は、このような買付等に

該当しない場合は本新株予約権の無償割当てについて株主意思確認手続を実施することを勧告します。

当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重し速やかに決議を行うとともに、情報開示を行います。

（ⅳ）対抗措置の具体的内容

当社は、本プランに基づき大規模買付行為に対する対抗措置として、本新株予約権の無償割当てを実施します。本

新株予約権の無償割当ては、当社取締役会決議において定める割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された

当社以外の株主に対し、１株につき本新株予約権１個の割合で無償で割り当てるものとします。但し、買付者等を含

む非適格者や非居住者による権利行使は、原則として本新株予約権を行使することはできないものとします。
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（ⅴ）本プランの有効期間

本プランは平成27年６月26日開催の当社第81期定時株主総会において承認可決され、その有効期間は、本定時株主

総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のときまでとします。

但し、有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行

われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

（ⅵ）株主・投資家に与える影響等

本プラン導入後であっても、本新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主に直接具体的な影響が生じ

ることはありません。他方、本新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主が本新株予約権の行使に係る手続き

を行わなければその保有する当社株式が希釈化する場合があります。但し、当社が当社株式と引き換えに本新株予約

権の取得を行った場合は、非適格者以外の株主の保有する株式の希釈化は生じません。

④本プランに対する当社取締役会の判断およびその理由

当社取締役会は、本プランが基本方針に沿うものであり、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を損なうもの

ではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものと考えています。

イ．買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しているとともに、企業価値研究会が平成20年６月30日に

公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとします。

ロ．株主意思を重視するものであること

本プランは、株主の意思を反映させるため、平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会において議案として付議

し、承認可決されました。

なお、本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会において本プランを廃止する旨

の承認がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの消長には当社株

主の意思が反映されることとなっております。

ハ．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの導入にあたり、本プランの発動等に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主のため

に実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しました。独立委員会は、社外監査役、社外有識者か

ら構成されるものとしています。また、独立委員会の判断の概要については、株主に情報開示することとされてお

り、運用において透明性をもって行われます。

ニ．デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、株主総会で選任された取締役により構成される取締役会の決議により廃止することができるものとし

て設計されており、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できな

い買収防衛策）ではありません。また、当社は、平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会において取締役の任期

を１年に短縮しておりますので、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うこと

ができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

(5）主要な設備

　①主要な設備の計画

　当第２四半期累計期間において新たに確定した主要な設備の新設計画は、以下のとおりです。

事業所名
（所在地）

事業部門別の名
称

設備の内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

賃貸施設(横浜市金沢区) 水産物卸売業 低温物流施設 450,000 ―
自己資金　

及び借入金

平成27年

11月

平成28年

３月

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 6,290,000 － 829,100 － 648,925
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本水産㈱ 東京都港区西新橋1-3-1 1,238 19.7

㈱横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 308 4.9

横浜冷凍㈱ 横浜市神奈川区守屋町1-1-7 194 3.1

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内1-4-1 194 3.1

マルハニチロ㈱ 東京都江東区豊洲3-2-20 192 3.1

東洋水産㈱ 東京都港区港南2-13-40 123 2.0

横浜魚類従業員持株会 横浜市神奈川区山内町１横浜魚類㈱内 100 1.6

中央魚類㈱ 東京都中央区築地5-2-1 100 1.6

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町1-13-1 70 1.1

㈱ＫＴグループ 横浜市神奈川区栄町7-1 60 1.0

計 － 2,580 41.0

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 32,100 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,253,100 62,531 －

単元未満株式  普通株式 4,800 － －

発行済株式総数      6,290,000 － －

総株主の議決権 － 62,531 －

 

②【自己株式等】

平成27年9月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内

町１番地
32,100 － 32,100 0.51

計 － 32,100 － 32,100 0.51

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　 　1.57％

売上高基準　　　   1.44％

利益基準　　　　 　0.15％

利益剰余金基準　 　0.01％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 455,900 237,836

受取手形及び売掛金 2,081,822 2,106,572

商品 802,181 919,280

前払費用 4,488 5,406

その他 14,714 17,194

貸倒引当金 △92,802 △88,563

流動資産合計 3,266,305 3,197,726

固定資産   

有形固定資産 501,346 509,964

無形固定資産 0 0

投資その他の資産   

投資有価証券 434,997 466,606

関係会社株式 20,325 20,325

破産更生債権等 766,656 748,983

その他 86,007 75,925

貸倒引当金 △613,846 △601,575

投資その他の資産合計 694,140 710,265

固定資産合計 1,195,487 1,220,230

資産合計 4,461,792 4,417,957
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,234,653 1,268,215

短期借入金 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 1,790 1,790

未払法人税等 7,027 6,104

賞与引当金 12,674 9,319

その他 242,311 208,406

流動負債合計 1,698,457 1,693,835

固定負債   

長期借入金 1,785 890

退職給付引当金 490,048 446,283

役員退職慰労引当金 8,250 8,250

長期預り保証金 169,029 155,929

繰延税金負債 47,293 50,959

固定負債合計 716,405 662,312

負債合計 2,414,863 2,356,147

純資産の部   

株主資本   

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 410,395 417,331

自己株式 △12,417 △12,417

株主資本合計 1,876,002 1,882,939

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 170,927 178,870

評価・換算差額等合計 170,927 178,870

純資産合計 2,046,929 2,061,809

負債純資産合計 4,461,792 4,417,957

 

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

12/18



（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 16,609,010 16,686,609

売上原価 15,722,954 15,823,517

売上総利益 886,056 863,091

販売費及び一般管理費   

売上高割市場使用料 39,605 39,623

出荷奨励金 12,946 7,874

完納奨励金 35,210 29,902

運賃及び荷造費 192,072 199,509

保管費 65,090 70,207

役員報酬 24,315 22,644

従業員給料及び手当 306,461 300,945

賞与引当金繰入額 17,165 16,754

退職給付費用 19,533 21,273

福利厚生費 81,618 80,294

賃借料 40,520 39,569

租税公課 5,514 6,275

減価償却費 6,677 8,345

貸倒引当金繰入額 △9,856 △16,510

その他の経費 61,669 48,352

販売費及び一般管理費合計 898,545 875,059

営業損失（△） △12,489 △11,968

営業外収益   

受取利息 683 772

受取配当金 6,454 4,556

受取賃貸料 22,942 31,254

損害賠償金 17,781 31,964

雑収入 1,179 905

営業外収益合計 49,041 69,453

営業外費用   

支払利息 593 1,586

賃貸費用 14,774 26,267

雑損失 0 0

営業外費用合計 15,368 27,854

経常利益 21,183 29,630

特別利益   

固定資産売却益 － 15

保険差益 － 726

特別利益合計 － 741

特別損失   

固定資産除却損 － 798

固定資産圧縮損 － 726

減損損失 － 1,484

特別損失合計 － 3,009

税引前四半期純利益 21,183 27,362

法人税、住民税及び事業税 2,105 1,652

法人税等合計 2,105 1,652

四半期純利益 19,078 25,710
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 21,183 27,362

減価償却費 15,391 16,420

減損損失 － 1,484

退職給付引当金の増減額（△は減少） △263 △43,764

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,350 △3,355

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,032 △16,510

受取利息及び受取配当金 △7,137 △5,329

支払利息 593 1,586

有形固定資産売却損益（△は益） － △15

有形固定資産除却損 － 798

売上債権の増減額（△は増加） 36,280 △24,750

破産更生債権等の増減額（△は増加） 14,037 17,673

たな卸資産の増減額（△は増加） △41,642 △117,098

仕入債務の増減額（△は減少） 37,443 33,562

未払金の増減額（△は減少） △776 3,661

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,737 △40,256

その他の流動資産の増減額（△は増加） △21,446 △3,398

その他の流動負債の増減額（△は減少） 277 △2,593

その他 △2,357 △4,446

小計 41,937 △158,969

利息及び配当金の受取額 7,132 5,325

利息の支払額 △593 △1,617

法人税等の支払額 △1,527 △3,273

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,948 △158,534

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 － △20,000

ゴルフ会員権の売却による収入 94 －

有形固定資産の取得による支出 △10,323 △22,135

有形固定資産の売却による収入 － 15

ソフトウエアの取得による支出 △1,061 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） 655 135

長期貸付金の回収による収入 4,227 1,466

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,408 △40,518

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △895 △895

配当金の支払額 △18,748 △18,116

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,643 △19,011

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,896 △218,064

現金及び現金同等物の期首残高 382,919 455,900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 403,815 ※ 237,836
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 403,815千円 237,836千円

現金及び現金同等物 403,815 237,836

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 18,773 3.0  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 18,773 3.0  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成27年９月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 13,325 13,325

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 14,000 47,582

 

 
前第２四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 9,760 33,614
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成27年

４月１日　至平成27年９月30日）

当社は、水産物卸売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円05銭 4円11銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 19,078 25,710

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 19,078 25,710

普通株式の期中平均株式数（株） 6,257,837 6,257,837

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月12日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 堀越　喜臣　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滑川　雅臣　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第82期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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